
証券コード　3804

平成30年１月12日

株 主 各 位
京都市中京区烏丸通三条上る場之町603番地

株 式 会 社 シ ス テ ム 　 デ ィ
代表取締役 堂 山 道 生

第36期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第36期定時株主総会を下記の通り開催致しますので、ご
出席下さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示頂き、平成30年１月29日（月曜日）午後
６時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成30年１月30日（火曜日）午前10時
２．場 所 京都市中京区烏丸通三条上る場之町603番地

システムディビル　４階　大会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第36期（平成28年11月１日から平成29年10月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第36期（平成28年11月１日から平成29年10月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金処分の件
取締役８名選任の件

第３号議案
第４号議案
第５号議案

監査役２名選任の件
取締役および監査役の報酬額改定の件
退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出下さいますようお願い申し上げます。

２．株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト(アドレス　
http://www.systemd.co.jp/)に掲載させて頂きます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当社は、この数年間社会・経済環境の変化に対応したソフトビジネスの

多様化に取り組んでおります。自社開発パッケージソフトによる利益率の

高いソリューションビジネスを核として、顧客ニーズの高度化に対応した

大規模カスタマイズ製品の提供と、リーズナブルな価格で多くの事業者に

提供できるクラウドサービスの拡大に注力してまいりました。また、最も

情報化ニーズの高い分野として、新たに公共２分野（公教育・公会計）の

ソリューション事業に取り組んでまいりました。

当連結会計年度におきましては、公共の新規２事業（公教育・公会計）

において業績を大きく伸ばすことができたとともに、先行３事業（学園・

ウェルネス・ソフトエンジ）も順調に業績を積み重ね、その結果、創業以

来最高の売上と営業利益を計上出来ました。またこれは、売上のベースと

なる新規及び既存ユーザに対するパッケージソフトや追加システムの提供

といったフロービジネスと、サポート・クラウド等のストックビジネスの

両輪が全事業部で機能した結果でもあります。

学園ソリューション事業におきましては、就学者人口の減少、競合他社

の濫立という逆風の中ではありますが、『キャンパスプラン.NET 

Framework』が引き続きユーザの高い支持を得て、安定した売上、営業利益

を確保致しました。また、従来から取り組んでおりました大規模大学案件

への納品・売上計上を行うことができたとともに、将来を見据えた次世代

システムの開発に着手する等、将来につながる事業を推進することができ

ました。

会員・会費管理システム『Hello』を展開しているウェルネスソリューシ

ョン事業におきましては、大手フィットネスクラブ向けカスタマイズ案件

を手掛けるとともに、小中規模の施設に対してもASPサービスを多数導入す

ることができ、サポート・クラウドといったランニング収入の増加も相ま

って、業績を大きく伸ばすことができました。また、従来からのメインタ
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ーゲットであるフィットネス関連施設以外の市場への展開も並行して進め

ており、既に複数顧客への納品を行う等、市場を拡げつつあります。

民間企業や学校法人向けに、コンプライアンス、ガバナンス支援ソフト

として『規程管理システム』及び『契約書作成・管理システム』を提供し

ているソフトエンジニアリング事業におきましては、高機能かつコストパ

フォーマンスに優れたこれらのソフトが市場で高い評価を受けており、

年々着実に業績を伸ばしております。また、新規開発の金融機関向けに特

化した『規程管理システム金融機関版』につきましては、複数の金融機関

へ納入することができました。今後も新しい市場への展開を模索しつつ、

積極的な案件開拓を進めてまいります。

新規事業として数年前から取り組んでまいりました公立小中高校向け校

務支援システム『School Engine』の提供を行っている公教育ソリューショ

ン事業におきましては、昨年来の県向け大型案件に加えて、市町村向け案

件の売上実績も大きく伸ばすことができました。また実績拡大にともなっ

て、当社がトップシェアを占める都道府県立高校マーケットだけでなく、

市町村立小・中学校マーケットにおきましても当社ソフトウェアに対する

評価が飛躍的に高まり、都道府県向け案件はもちろん、政令市を含めた市

町村向け案件の引き合いが大幅に増加しております。

同じく公共向け新規事業の公会計ソリューション事業におきましては、

公会計ソフトウェアのデファクトスタンダードとなった地方公会計パッケ

ージソフト『PPP(トリプル・ピー) Ver.5 新統一基準対応版』が、府・県・

政令市・特別区などの大規模自治体をはじめ、公営企業なども含んだ多く

の市町村自治体・公共団体に導入いただき、圧倒的なシェアを獲得するこ

とができました。その結果、目標を大きく上回る売上、営業利益を計上す

ることができ、成果結実の期となりました。

保険薬局向け事業を営んでいる株式会社シンクにおきましては、引き続

き保守サポート収入を安定的に確保しました。

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高3,807,870千円（前年同

期比22.5％増)、営業利益350,984千円(前年同期比81.5％増）、経常利益

346,068千円（前年同期比85.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

238,489千円（前年同期比77.9％増）となりました。
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施致しました設備投資の総額は11,015千円で、

本社設備の改装や、社内利用のパソコン購入等であります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において特記すべき資金調達は行っておりません。

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

　①　企業集団の財産および損益の状況

区 分
第 33 期

(平成26年10月期)
第 34 期

(平成27年10月期)
第 35 期

(平成28年10月期)

第 36 期
(当連結会計年度)

(平成29年10月期)

売 上 高(千円) 2,423,575 2,676,280 3,108,962 3,807,870

経 常 利 益(千円) 179,346 150,274 186,280 346,068

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 185,151 145,493 134,063 238,489

１株当たり当期純利益 (円) 57.03 44.82 41.30 73.46

総 資 産(千円) 3,151,770 3,608,282 3,782,327 3,658,643

純 資 産(千円) 1,496,790 1,631,703 1,754,031 1,978,567

１株当たり純資産額 (円) 461.06 502.61 540.29 609.46

　②　当社の財産および損益の状況

区 分
第 33 期

(平成26年10月期)
第 34 期

(平成27年10月期)
第 35 期

(平成28年10月期)

第 36 期
(当事業年度)

(平成29年10月期)

売 上 高(千円) 2,276,229 2,527,631 2,929,240 3,734,365

経 常 利 益(千円) 185,783 145,296 165,830 341,577

当 期 純 利 益(千円) 190,931 142,356 119,863 249,936

１株当たり当期純利益 (円) 58.81 43.85 36.92 76.99

総 資 産(千円) 3,129,937 3,582,011 3,741,554 3,635,807

純 資 産(千円) 1,513,342 1,645,119 1,753,246 1,989,229

１株当たり純資産額 (円) 466.15 506.75 540.05 612.74
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(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 所 在 地 主な事業内容

㈱ シ ン ク 500千円 100.0％ 大阪市中央区 ソフトウェア事業

株式会社新公会計研究所は、平成28年11月30日付で当社保有株式を全て譲渡した

ため、連結の範囲から除外しております。

(4) 対処すべき課題

①　パッケージソフトの更なる機能・品質の向上
当社グループは、業種・業務に特化した自社開発パッケージソフトによ

るソリューションビジネスを展開しており、ソフトウェアの機能・品質が
業績に与える影響は多大です。また、近年取り組んでいる大規模ユーザを
対象としたカスタマイズ案件においても、基盤となるパッケージソフトの
商品力が重要となってまいります。当社パッケージソフトは従来から市場
において高い評価を受けておりますが、更なる機能・品質の向上を図るこ
とで、商品力を高めていくことが重要と考えております。

②　新規マーケットへの展開
業界における企業間競争が激化する中におきまして、当社グループは、

従来から対象としていたマーケット以外の顧客に対する営業展開を並行し
て進めております。具体的には、フィットネス関連施設向け会員管理シス
テム『Hello』をアミューズメント関連施設に向けてサービス展開したり、
金融機関に対して『規程管理システム』を提供したりする等、着実に実績
を積み重ねております。当社と致しましては、今まで以上に積極的に対象
市場の拡大・多様化を進め、業績向上に繋げていくことが重要と考えてお
ります。

(5) 主要な事業内容（平成29年10月31日現在）

　　　■ソフトウェアの開発・販売およびサポートサービス業務

　　　　・パッケージソフトウェア事業

　　　　・クラウド、ASP型サービス事業

　　　■システム・コンサルティング業務

　　　■調査・企画業務

　　　■不動産の賃貸業務

－ 5 －

重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容



(6) 主要な事業所（平成29年10月31日現在）

①　当社の主要な事業所

　本社　　：京都市中京区

　東京支社：東京都港区

②　重要な子会社の主要な事業所

　「(3)重要な親会社および子会社の状況」の「②重要な子会社の状況」に

記載の所在地の通りです。

(7) 使用人の状況（平成29年10月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

204名 8名減

（注）　使用人数は就業員数を記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

196名 2名増 35.8歳 8.4年

（注）　使用人数は就業員数を記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年10月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 305,102千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 223,444

株 式 会 社 京 都 銀 行 128,362

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成29年10月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 8,000,000株
(2) 発行済株式の総数 3,249,000株
(3) 株主数 1,639名
(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ト ラ イ 450,000株 13.86％
京 セ ラ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
シ ス テ ム 株 式 会 社

250,600 7.71

堂 山 道 生 225,400 6.94

シ ス テ ム デ ィ 従 業 員 持 株 会 115,516 3.55

堂 山 達 子 100,000 3.08

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 100,000 3.08

株 式 会 社 S B I 証 券 92,600 2.85

山 下 良 久 71,500 2.20

井 ノ 本 　 登 　 司 62,700 1.93

松 　 田 　 健 太 郎 61,000 1.87

（注）１．当社の自己株式（2,559株）は、上記に含めておりません。
　　　２．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（2,559株）を除いて計算しております。

３．新株予約権等の状況
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成29年10月31日現在）

　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況

　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役および監査役の状況（平成29年10月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長 堂 山 道 生 ㈱シンク代表取締役

取 締 役 小 林 正 人 開発統括部長

取 締 役 本 庄 英 三
ウェルネスソリューション事業部
長

取 締 役 宮 本 昌 武
公教育ソリューション事業部開発
部長

取 締 役 井 口 　 準 公会計ソリューション事業部長

取 締 役 江 本 成 秀 公教育ソリューション事業部長

取 締 役 藤 田 雅 己
管理本部長
㈱シンク取締役

常 勤 監 査 役 松 橋 二 郎

監 査 役 奥 野 卓 司
関西学院大学大学院社会学研究科
教授

監 査 役 渡 邊 　 功

（注）１．監査役松橋二郎氏、監査役奥野卓司氏および監査役渡邊功氏は、社外監査役でありま

す。

　　　２．当社は、監査役松橋二郎氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

　　　３．監査役渡邊功氏は公認会計士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有し

ております。
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(2) 取締役および監査役に支払った報酬等の総額

　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 7名 69,153千円

監 査 役 3 4,800

（ う ち 社 外 監 査 役 ） （3） （4,800）

合 計 10 73,953

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成12年７月10日開催の第18期定時株主総会において年額

80,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議頂いております。

３．監査役の報酬限度額は、平成12年７月10日開催の第18期定時株主総会において年額

6,000千円以内と決議頂いております。

４．支給額には、当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額5,268千円（取締役７名分

5,268千円）が含まれております。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　監査役奥野卓司氏は、関西学院大学大学院社会学研究科教授であります。

当社と同大学との間には、特別の利害関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

会社における
地 位

氏 名 主 な 活 動 状 況

常 勤 監 査 役 松 橋 二 郎

　当事業年度開催の取締役会18回の全てに出席
し、監査役会４回の全てに出席致しました。取締
役会および監査役会においては、議案審議等に係
る必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 奥 野 卓 司

　当事業年度開催の取締役会18回のうち６回に出
席し、監査役会４回の全てに出席致しました。取
締役会および監査役会においては、議案審議等に
係る必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 渡 邊 　 功

　当事業年度開催の取締役会18回のうち11回に出
席し、監査役会４回のうち３回に出席致しまし
た。取締役会および監査役会においては、議案審
議等に係る必要な発言を適宜行っております。
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５．会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　清友監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13,000千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

13,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積

りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監

査人の報酬等の額について同意の判断を致しました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定致します。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任致しま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告致します。
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６．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(1)　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下の通りであります。

①　当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款

に適合することを確保するための体制

　　・当社および子会社の全ての取締役および使用人に法令遵守を徹底する。

　　・内部監査を定期的に実施し、法令、定款および社内規程に準拠して業

務が適正に行われているかについて監査するとともに、その結果を代

表取締役へ報告し、被監査部門に対する具体的な指導を行う。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　・取締役会ならびにその他の重要な会議の意思決定に係る記録および決

裁した文書等については、法令および社内規程に従い適切に保存・管

理する。また、取締役および監査役は、それらの文書を随時閲覧でき

るようにする。

③　当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　・取締役会ならびにその他の重要な会議では、業務執行に関わる重要な

情報や経営に重大な影響を及ぼす恐れのあるリスクが発生した場合に

は、遅滞なく報告が行われる。

　　・内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締

役に報告する。

　　・経営に重大な影響を及ぼす恐れのあるリスク情報が判明した場合は､ 

必要に応じて監査法人、顧問弁護士等の外部機関と協議し、適宜、助

言・指導を受け対策を講じる。

④　当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制

　　・当社および子会社は、法令、定款に基づき取締役会を設置する。取締

役会は、取締役会規程に基づき、取締役全員をもって構成し、定期的

に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、業務執行に関する重要

事項を決定するとともに取締役の職務執行を監督する。
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　　・当社は、取締役会とは別に、取締役および各事業部門の主要メンバー

で構成される経営会議を設置し、定期的に開催することで、取締役会

における審議の充実と意思決定の迅速化を図る。

⑤　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　・当社は、子会社から定期的に業務執行および財務状況の報告を受ける

管理体制を構築している。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人に関す

る事項、監査役の当該使用人に対する指示の実効性および当該使用人の

取締役からの独立性に関する事項

　　・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締

役会は監査役と協議の上、合理的な範囲で配置する。また、指揮命令

権は監査役に属するものとして、当該使用人の独立性を確保する。

⑦　当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制

および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　・当社および子会社の取締役および使用人は、当社の業務又は業績に影

響を与える重要な事項および重要な社内情報等を速やかに監査役に報

告する。また、上記報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを

理由として不利な取扱いを受けないよう確保する。

　　・監査役は、取締役会およびその他の重要な会議への出席を通じて、取

締役の職務執行を監査する。

　　・監査役は、取締役会およびその他の重要な会議への出席を通じて、取

締役および使用人から報告を求めることができる。また、その他監査

役が必要と認める事項についても、適宜、取締役および使用人から報

告を求めることができる。

　　・監査役は、法令に定める権限を行使し、会計監査人および社内の組織

と情報の交換を行うなど連携を取り、当社の監査を行う。

⑧　監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　　・監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務については、担当部

署にて検討した上で、当該請求が当該監査役の職務の執行に必要でな

いと認められた場合を除き、速やかに支払その他の処理を行う。
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⑨　反社会的な勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

　　・反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係を持たない

ことを基本方針とする。また、必要に応じて、警察、顧問弁護士等の

外部専門機関と緊密に連携し、組織全体として速やかに対応する。

(2)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　内部統制については、年２回、内部統制システムの整備および運用状況の

モニタリングを実施し、取締役会がその内容を確認している。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年10月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,881,930

520,247

1,238,497

54,445

48,034

23,954

△3,248

1,776,712

569,055

137,035

1,407

420,300

10,312

748,279

70,807

464,447

210,944

2,080

459,377

21,579

50,111

357,382

32,868

△2,565

流 動 負 債 1,050,170

支払手形及び買掛金 211,784

短 期 借 入 金 100,000

一年内返済予定の長期借入金 193,291

一年内償還予定の社債 24,000

未 払 金 40,032

未 払 費 用 130,633

未 払 法 人 税 等 124,952

未 払 消 費 税 等 122,453

サポート費用引当金 178

そ の 他 102,844

固 定 負 債 629,905

長 期 借 入 金 363,617

退職給付に係る負債 162,936

役員退職慰労引当金 88,918

そ の 他 14,432

負 債 合 計 1,680,075

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,976,651

資 本 金 484,260

資 本 剰 余 金 619,313

利 益 剰 余 金 873,633

自 己 株 式 △555

その他の包括利益累計額 1,915

その他有価証券評価差額金 1,915

純 資 産 合 計 1,978,567

資 産 合 計 3,658,643 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,658,643
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,807,870

売 上 原 価 2,511,526

売 上 総 利 益 1,296,344

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 945,360

営 業 利 益 350,984

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 640

未 払 配 当 金 除 斥 益 107

受 取 手 数 料 1,848

そ の 他 628 3,224

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,840

支 払 保 証 料 1,059

そ の 他 240 8,140

経 常 利 益 346,068

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 4,762 4,762

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 350,831

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 125,786

法 人 税 等 調 整 額 △13,444 112,341

当 期 純 利 益 238,489

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 238,489
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年11月１日期首残高 484,260 619,313 651,376 △555 1,754,394

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △16,232 △16,232

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

238,489 238,489

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 222,257 － 222,257

平成29年10月31日期末残高 484,260 619,313 873,633 △555 1,976,651

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

そ の 他 の包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成28年11月１日期首残高 △362 △362 1,754,031

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △16,232

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

238,489

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

2,278 2,278 2,278

連結会計年度中の変動額合計 2,278 2,278 224,535

平成29年10月31日期末残高 1,915 1,915 1,978,567
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　　㈱シンク

（注）前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社新公会計研究所は、平成

28年11月30日付で当社保有株式を全て譲渡いたしました。これに伴い、平成28年11

月１日をみなし売却日として連結の範囲から除外しております。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

(ⅰ) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

②　たな卸資産

　商品　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

(ⅱ) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法によっております。但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成

28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　８～28年

構築物　　　　　　　　　20年

車両運搬具　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　４～15年

②　無形固定資産

　　市場販売目的のソフトウェア　見込販売期間（３年以内）における見込販売数量に基

づく償却費と販売可能な残存期間に基づく均等償却額

を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって
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おります。

　自社利用のソフトウェア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(ⅲ) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

②　サポート費用引当金　　　　　サポート契約に係る将来のアフターサポートに備える

ため、当連結会計年度末現在における新規サポート契

約の未経過月分について、当連結会計年度のコスト率

を基に計上しております。

③　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金規程

に基づき計算した当連結会計年度末要支給額を計上し

ております。

(ⅳ) 退職給付に係る負債の計上基準

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(ⅴ) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　 税抜方式によっております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の

計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは、決算

日において完了した作業工程の価値が全作業工

程に占める割合をもって作業進捗度とする、ア

ーンド・バリュー法）

ロ　その他の工事

　　　工事完成基準

(5) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

３．追加情報

　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産

建物及び構築物 131,935千円

土　　　地 420,300

　　計 552,235

上記の物件は、短期借入金100,000千円及び長期借入金205,102千円の担保に供しておりま

す。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 242,114千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 3,249,000株 －株 －株 3,249,000株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,559株 －株 －株 2,559株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年１月27日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 16,232 5 平成28年10月31日 平成29年１月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年１月30日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 32,464 10 平成29年10月31日 平成30年１月31日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、長期的な事業投資等の資金の調達については、主に銀行からの借入

や社債発行により調達を行う方針にしております。一時的な余資は主に流動性の高い金融

資産で運用し、また、短期的な運転資金については、必要があれば銀行借入による調達を

行う方針にしております。デリバティブ取引は、リスクを回避するための利用を含め、行

わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。

　長期借入金、社債は、主に事業投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還

日は最長で連結決算日後５年であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

(ⅰ) 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　営業債権については、債権管理規程及び与信管理規程に従い、各事業部が定期的に取引

先のモニタリングを行い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

(ⅱ) 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

(ⅲ) 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

　当社グループでは、各事業部からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

の通りであります。金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することが

あります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 520,247千円 520,247千円 －千円

(2)受取手形及び売掛金 1,238,497 1,238,497 －

(3)投資有価証券 21,579 21,579 －

資産計 1,780,324 1,780,324 －

(1)支払手形及び買掛金 211,784 211,784 －

(2)短期借入金 100,000 100,000 －

(3)未払法人税等 124,952 124,952 －

(4)長期借入金(*1) 556,908 557,814 906

(5)社債(*2) 24,000 24,087 87

負債計 1,017,645 1,018,639 994

　(*1)長期借入金には、一年内返済予定の長期借入金が含まれております。

　(*2)社債には、一年内償還予定の社債が含まれております。

　(注)①．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　　　　　資　産

　　　　　　（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　　　　　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

　　　　　　（3）投資有価証券

　　　　　　　　これらの時価については取引所の価格によっております。

　　　　　　負　債

　（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

　（4）長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　（5）社債

　これらの時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味

した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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②．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
１ 年 超

５年以内

５ 年 超

10年以内
1 0 年 超

現金及び預金 520,247千円 －千円 －千円 －千円

受取手形及び売掛金 1,238,497 － － －

合計 1,758,745 － － －

③．長期借入金、社債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
１ 年 超

５年以内

５ 年 超

10年以内
1 0 年 超

長期借入金 193,291千円 363,617千円 －千円 －千円

社債 24,000 － － －

合計 217,291 363,617 － －

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、京都府において、本社ビルの一部を賃貸に供しております。

　賃貸等不動産の賃貸損益は14,152千円であります。

(2) 賃貸等不動産時価等に関する事項

　 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

賃貸等不動産 157,996千円 △2,011千円 155,984千円 233,580千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、固定資産税評価額等を基礎に合理的な調整を行って自社

で算定した金額によっております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 609円46銭

(2) １株当たり当期純利益 73円46銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成29年10月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

た な 卸 資 産

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,850,438

500,312

1,228,087

54,176

11,296

7,515

47,161

4,361

△2,471

1,785,368

568,850

136,687

347

1,407

10,107

420,300

712,045

50,833

462,404

196,726

2,080

504,472

21,579

47,095

57

50,111

357,382

28,045

2,765

△2,565

流 動 負 債 1,016,672

買 掛 金 210,777

短 期 借 入 金 100,000

一年内返済予定の長期借入金 193,291

一年内償還予定の社債 24,000

未 払 金 39,111

未 払 費 用 126,323

未 払 法 人 税 等 121,815

未 払 消 費 税 等 120,037

前 受 金 6,916

預 り 金 17,731

前 受 収 益 56,488

サポート費用引当金 178

固 定 負 債 629,905

長 期 借 入 金 363,617

退 職 給 付 引 当 金 162,936

役員退職慰労引当金 88,918

そ の 他 14,432

負 債 合 計 1,646,577

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,987,313

資 本 金 484,260

資 本 剰 余 金 619,313

資 本 準 備 金 619,313

利 益 剰 余 金 884,294

その他利益剰余金 884,294

別 途 積 立 金 8,000

繰越利益剰余金 876,294

自 己 株 式 △555

評価・換算差額等 1,915

その他有価証券評価差額金 1,915

純 資 産 合 計 1,989,229

資 産 合 計 3,635,807 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,635,807
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損　益　計　算　書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,734,365

売 上 原 価 2,460,344

売 上 総 利 益 1,274,020

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 927,488

営 業 利 益 346,532

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 590

未 払 配 当 金 除 斥 益 107

受 取 手 数 料 1,848

そ の 他 627 3,174

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,467

社 債 利 息 362

支 払 保 証 料 1,059

そ の 他 240 8,129

経 常 利 益 341,577

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 17,500 17,500

税 引 前 当 期 純 利 益 359,077

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 122,399

法 人 税 等 調 整 額 △13,258 109,140

当 期 純 利 益 249,936

－ 24 －

損益計算書



株主資本等変動計算書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

平成28年11月１日
期 首 残 高

484,260 619,313 619,313 8,000 642,590 650,590 △555 1,753,609

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △16,232 △16,232 △16,232

当 期 純 利 益 249,936 249,936 249,936

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 233,704 233,704 － 233,704

平成29年10月31日
期 末 残 高

484,260 619,313 619,313 8,000 876,294 884,294 △555 1,987,313

評価・換算差額等
純 資 産
合 計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成28年11月１日
期 首 残 高

△362 △362 1,753,246

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △16,232

当 期 純 利 益 249,936

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

2,278 2,278 2,278

事業年度中の変動額合計 2,278 2,278 235,982

平成29年10月31日
期 末 残 高

1,915 1,915 1,989,229
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

②　たな卸資産

商品　　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成

28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　８～28年

構築物　　　　　　　　　20年

車両運搬具　　　　　２～６年

工具、器具及び備品　４～15年

②　無形固定資産

市場販売目的のソフトウェア　　見込販売期間（３年以内）における見込販売数量に基

づく償却費と販売可能な残存期間に基づく均等償却額

を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって

おります。

自社利用のソフトウェア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。
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②　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第13号）に定め

る簡便法により、自己都合退職による期末要支給額の

100％を計上しております。

③　サポート費用引当金　　　　　　サポート契約に係る将来のアフターサポートに備える

ため、当事業年度末現在における新規サポート契約の

未経過月分について、当事業年度のコスト率を基に計

上しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金規程

に基づき計算した当事業年度末要支給額を計上してお

ります。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の

計上基準

イ　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは、決算

日において完了した作業工程の価値が全作業工

程に占める割合をもって作業進捗度とする、ア

ーンド・バリュー法）

ロ　その他の工事

　　　工事完成基準

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

３．追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３

月28日）を当事業年度から適用しております.

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

建　　　物 131,587千円

構　築　物 347

土　　　地 420,300

　　計 552,235

上記の物件は、短期借入金100,000千円及び長期借入金205,102千円の担保に供しておりま

す。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 242,011千円
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(3) 関係会社に対する金銭債権は次の通りであります。

短期金銭債権 956千円

５．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

売 上 高 5,214千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,559株

７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動） （千円）

未払事業税 8,278

未払費用（賞与） 37,181

その他 1,701

計 47,161

繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 50,953

役員退職慰労引当金 27,151

その他 783

　小計 78,888

評価性引当額 △27,934

計 50,953

その他有価証券評価差額金 △842

繰延税金資産（負債）の純額 50,111

８．関連当事者との取引に関する注記

　該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 612円74銭

(2) １株当たり当期純利益 76円99銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年12月20日

株式会社システムディ

取締役会　御中

　　　　清友監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 人 見 敏 之 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 市 田 知 史 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社システムディの平成28年11
月１日から平成29年10月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社システムディ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年12月20日

株式会社システムディ

取締役会　御中

　　　　清友監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 人 見 敏 之 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 市 田 知 史 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社システムディの平成
28年11月１日から平成29年10月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年11月１日から平成29年10月31日までの第36期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思
疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人清友監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人清友監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成29年12月25日

株式会社システム ディ　監査役会

常 勤 監 査 役
（社外監査役） 松 橋 二 郎 ㊞

社 外 監 査 役 奥 野 卓 司 ㊞

社 外 監 査 役 渡 邊 　 功 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下の通りと致したいと存じます。

期末配当に関する事項

　第36期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等

を勘案致しまして以下の通りと致したいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭と致します。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金10円と致したいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は32,464,410円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年１月31日と致したいと存じます。

第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、経営体制の強化のため１名を増員し、取締役８名の選任をお願いするも

のであります。

取締役候補者は、次の通りであります。

候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（  重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社

の 株 式 数

１

ど う や ま　　み ち お

堂 　 山 　 道 　 生

（昭和18年３月28日生）

昭和52年４月　京都芸術短期大学(現京都造形

芸術大学)企画室長

昭和59年６月　当社代表取締役社長

平成13年５月　当社代表取締役会長

平成15年10月　当社代表取締役会長兼社長兼福

祉ソリューション事業部長

平成17年８月　当社代表取締役会長兼社長(現

任)

平成22年９月　㈱シンク代表取締役(現任)

225,400株
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候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（  重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社

の 株 式 数

２

ほ ん じ ょ う  え い ぞ う

本 　 庄 　 英 　 三

（昭和27年10月26日生）

平成12年５月　㈱ハロー(当社に吸収合併)代表

取締役

平成13年５月　当社代表取締役社長

平成13年９月　当社代表取締役社長兼ハロー事

業部長

平成15年10月　当社専務取締役兼ハロー事業部

長

平成18年12月　当社取締役(現任)

平成22年１月　当社経営企画室長

平成22年11月　当社ウェルネスソリューション

事業部長(現任)

30,000株

３

 い ぐ ち　　　じ ゅ ん

井 　 口 　 　 　 準

（昭和43年２月18日生）

平成２年４月　トーヨーサッシ㈱(現㈱LIXIL)

入社

平成５年11月　当社入社

平成19年６月　当社流通ソリューション事業部

長

平成20年６月　当社学園ソリューション事業部

長

平成20年12月　当社取締役(現任)

平成27年７月　当社公会計ソリューション事業

部長(現任)

43,300株

４

 え も と 　　し げ ひ で

江 　 本 　 成 　 秀

（昭和34年８月19日生）

平成元年５月　㈱ランドコンピュータ入社

平成９年７月　当社入社

平成14年10月　当社学園ソリューション事業部

長兼東日本営業部長

平成17年11月　当社学園ソリューション事業部

長兼開発部長

平成20年６月　当社学園ソリューション事業部

SaaS担当部長

平成21年12月　当社取締役(現任)

平成23年１月　当社公教育ソリューション事業

部長(現任)

7,100株
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候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（  重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社

の 株 式 数

５

 ふ じ た 　　 ま さ み

藤 　 田 　 雅 　 己

（昭和43年４月６日生）

平成４年４月　㈱ジオン商事入社

平成５年11月　当社入社

平成17年11月　当社学園ソリューション事業部

テクニカルサポート部長

平成20年６月　当社学園ソリューション事業部

開発部長

平成21年12月　当社取締役(現任)

平成22年１月　当社管理本部長(現任)

平成22年９月　㈱シンク取締役(現任)

39,400株

６

※

と し や ま　　し ろ う

利 　 山 　 史 　 郎

（昭和34年12月４日生）

平成22年４月　㈱エルム(現FutureOne㈱)代表

取締役

平成24年３月　当社入社

平成24年10月　当社ソフトエンジニアリング事

業部次長

平成25年７月　当社ソフトエンジニアリング事

業部長(現任)

平成25年11月　㈱シンク取締役(現任)

－株

７

※

 ご も り 　　し げ と し

後 　 守 　 重 　 敏

（昭和42年７月２日生）

平成２年４月　㈱学究社入社

平成10年６月　当社入社

平成17年11月　当社学園ソリューション事業部

システム開発部課長

平成27年７月　当社公会計ソリューション事業

部営業企画部長(現任)

2,000株

８

※

ふ じ わ ら　　て る や

藤 　 原 　 照 　 也

（昭和45年７月13日生）

平成８年４月　中央システムサービス㈱入社

平成12年11月　当社入社

平成23年７月　当社学園ソリューション事業部

営業部長

平成29年１月　当社学園ソリューション事業部

長(現任)

1,000株

（注）１．※印は、新任の候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役渡邊功氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、監査体制の強化・充実を図るため１名を増員し、監査役２名の選任をお願い

するものであります。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次の通りであります。

候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社

の 株 式 数

１

わ た な べ　　い さ お

渡 　 邊 　 　 　 功

（昭和18年７月３日生）

昭和42年４月　㈱神戸銀行(現㈱三井住友銀行)

入行

昭和51年11月　監査法人朝日会計社(現有限責

任あずさ監査法人)

昭和57年３月　公認会計士登録

平成８年10月　監査法人アイ・ピー・オー設立

代表社員

平成21年12月　当社監査役（現任）

2,000株

２

※

こ ば や し　　ま さ と

小 　 林 　 正 　 人

（昭和34年12月26日生）

昭和57年４月　専修学校京都コンピュータ学院

入社

昭和59年８月　当社入社　開発部長

平成２年７月　当社取締役（現任）

平成７年５月　当社情報通信室長兼社長室長

平成11年11月　当社東京事務所長

平成14年１月　当社内部監査室長

平成17年11月　当社開発統括部長（現任）

41,100株

（注）１．※印は、新任の候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．渡邊功氏は、社外監査役候補者であります。

４．渡邊功氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は、過去に社外監査

役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、

公認会計士としての高度な専門的知識と高い見識を有しており、社外

監査役として、その職務を適切に遂行して頂けると判断したためであ

ります。なお、同氏の監査役としての在任期間は、本総会終結の時を

もって８年１ヶ月となります。
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第４号議案　取締役および監査役の報酬額改定の件

　当社の取締役の報酬額は、平成12年７月10日開催の第18期定時株主総会におい

て年額80,000千円以内と決議頂いており、また、当社の監査役の報酬額は、同定

時株主総会において年額6,000千円以内と決議頂いております。しかし、その後の

経済情勢の変化や、取締役および監査役の人員増加ならびに責務の増大等を考慮

して、上記の報酬額を改定させて頂きたいと存じます。

　つきましては、取締役の報酬額を年額100,000千円以内と改めさせて頂きたいと

存じます。また、取締役の報酬額には、従来通り使用人兼務取締役の使用人分給

与は含まないものといたしたいと存じます。

　なお、現在の取締役は７名でありますが、第２号議案「取締役８名選任の件」

が原案通り承認可決されますと、取締役は８名となります。

　また、監査役の報酬額につきましては年額20,000千円以内と改めさせて頂きた

いと存じます。

　なお、現在の監査役は３名でありますが、第３号議案「監査役２名選任の件」

が原案通り承認可決されますと、監査役は４名となります。

第５号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　取締役宮本昌武氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますの

で、在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲

内で退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと

存じます。

　退任取締役の略歴は、次の通りであります。

氏 名 略 歴

宮 本 昌 武 平成13年５月　当社取締役（現任）

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：京都市中京区烏丸通三条上る場之町603番地

システムディビル　４階　大会議室

電話（０７５）２５６－７７７７

交通　・京都市営地下鉄烏丸線「烏丸御池」駅下車　南改札６番出口

（地下鉄連絡通路にて連結）

地図


